
令和 8年 4月 25日 

 

政 務 活 動 費 収 支 報 告 書 

 

 

（あて先）京田辺市議会議長 

         

申請者 自民一新会  

   幹事 田原 延行  印 

 

 京田辺市議会政務活動費の交付に関する条例施行規則第5条の規定により、次のと

おり提出します。 

 〔収 入〕                          (単位：円) 

科 目 本年度決算額 備 考 

交 付 金 900,000 15,000×12×5  

合 計  900,000   

 〔支 出〕                          (単位：円) 

科 目 本年度決算額 備 考 

調 査 研 究 費 156,200  スポーツ庁  

研 修 費     

広 報 費 330,319  会派だより  

広 聴 費     

要請・陳情活動費     

会 議 費     

資 料 作 成 費     

資 料 購 入 費 3,520  書籍購入費  

人 件 費     

事 務 所 費 93,731  コピー用紙、印刷機インク代  

合 計 583,770    

 

収 支 差 引 残 額 316,230円 

 



【政務活動費支出明細表】

会派名 自民一新会 令和７年度

1月6日 事務所費 25,960

1月6日 事務所費 32,032

1月6日 事務所費 35,464

1月6日 事務所費 275

2月4日 広報費 330,044

2月4日 広報費 275

3月6日 資料購入費 3,520

3月15日 調査研究費 70,850

3月15日 調査研究費 70,850

3月30日 調査研究費 7,800

3月31日 調査研究費 4,900

3月31日 調査研究費 1,800

※政務活動における研修費にかかる報告、調査研究費にかかる視察報告、要請・陳情活動費にかかる
報告書、資料購入費における資料、政務活動費を使った作成物（議会報告ビラ等）については、別途、
資料も公開しております。

合計支出 583,770

政務活動費　　支出明細表

視察雑費：講師のお土産代（スポーツ庁）

交通費：電車代（新田辺～京都）往復（5名分）
近畿日本鉄道株式会社

交通費：電車代（東京～国会議事堂前）往復（5名分）
東京メトロ

コピー用紙代

会派だより
製作費・ポスティング費
（7.5円×26,000部）

但し制作費のうち35,750円は対象外

月日 支出科目

交通費：新幹線代（東京～京都）（5名分）
西日本旅客鉄道株式会社

支出金額

書籍購入費「現代自治体政策の論点」

交通費：新幹線代（京都～東京）（5名分）
西日本旅客鉄道株式会社

会派だより振込手数料

インクカートリッジ代等振込手数料

摘　要　欄

品目名

インクカートリッジ代

インクカートリッジ代



令和８年４月１日 

（あて先）京田辺市議会議長 久保 典彦 様 

 

京田辺市議会 

会 派 名 自民一新会 

代表者氏名 田原 延行 

研修報告書 

 

次のとおり報告します。 

 

研 修 項 目 スポーツによる地方創生・まちづくりについての視察研修 

実 施 年 月 日 令和８年３月３１日 １３時３０分～１４時３０分 

実 施 場 所 参議院会館 B１０１ 

参 加 者 氏 名 【会派】 

田原延行、橋本善之、久保典彦、榎本昂輔、國重昂平 

【スポーツ庁】 

スポーツ庁参事官（地域振興担当） 

費 用 １５６，２００円 

 

【内容】 

「スポーツによる地方創生・まちづくりについて」の内容について研修を実施した。 

 

【議員からの主な質問】 

   地域スポーツまちづくりの担い手育成について 

Q1. 本事業が必要とされる背景（地域の現状）を

教えてください。 

A1. 多くの地域スポーツコミッション（地域 SC）

は、行政からの受託事業に頼っており、自立した

財源確保ができていない「経営の不安定さ」が課

題です。また、8 割以上の団体が新規採用の予定

がなく、外部人材や副業人材の活用といった「新たな担い手確保」が急務となってい

ます。 

Q2. 「地域 SC 経営多角化支援事業」では、具体的に何を目指しますか。 

A2. 地域 SC が自走できるよう、経営モデルの構築を支援します。具体的には、法人



化のアドバイス、企業版ふるさと納税の活用、企業とのマッチングなどを通じて、民

間資金を取り込める強い組織体への転換を目指します。 

Q3. 担い手不足に対して、どのような新しいアプローチを考えていますか。 

A3. 専従職員の採用が難しい現状を踏まえ、「副業・兼業人材」や外部の専門家の活

用を推進しています。経営やマーケティングの知見を持つ人材を「伴走型アドバイザ

ー」として招き、地域の既存スタッフと協働する体制づくりを支援します。 

Q4. 研修や育成サポートは、どのような人を対象にしていますか。 

A4. これから組織を作ろうとしている「自治体の設立担当者」と、現場で運営を担う

「地域 SC のリーダー層」の二段構えで実施します。それぞれのフェーズに合わせた

専門講座や、成功事例のノウハウ共有を行うことで、地域間の格差を埋めていきま

す。 

Q5. 今後の展開として、全国 200 以上の団体をどう支援していく方針ですか。 

A5. 全国の地域 SC の現状を分析（ステータス分析）し、それぞれの成熟度に応じた

最適な支援を届けます。上手くいっている地域の知見を全国に横展開し、ボトムアッ

プで日本全体のスポーツによる地域活性化を加速させる方針です。 

 

【まとめ】 

スポーツを軸とした「自走するまちづくり」への

転換を目指して、地域スポーツコミッション（地

域 SC）が直面する課題と、国が示す支援の方向

性を明確に把握することができた。最も注視す

べきは、スポーツ振興を単なる「住民サービス」

や「予算を費やすだけの活動」から、地域の経済

と雇用を支える「持続可能な産業」へと進化させ

られるか、という点である。スポーツを「する・みる」対象に留めず、地域の課題解

決と収益化を両立させる「まちづくりのエンジン」へと昇華させる。今回の研修で得

た知見をもとに、今後も研究を続けていきたい。 

以上 

 






